平成２７年度精神障害者等雇用促進モデル事業（南関東ブロック）
に関する企画書
（ひな形）
株式会社　○○○○
平成27年度精神障害者等雇用促進モデル事業（南関東ブロック）
に関する企画書


· 企画書の評価の参考に資する資料がある場合には、参考資料として添付すること。

１　提出者の概要
・社名、設立年月、資本金、社員数、所在地、企業理念等を記載すること。また、提出者が障害者の雇用の促進等に関する法律第44条第1項に規定される特例子会社の場合は、親会社及びグループ適用を受けている関係会社の概要も合わせて記載すること。
２　精神障害者等雇用の現状と課題
（１）障害者雇用の現状
障害者の実雇用率、障害種別の雇用者数、職務、障害者の雇用管理制度等の現状を記載すること。
（２）障害者雇用の方針

・（１）及び企業の社会的責任（ＣＳＲ）に対する方針を踏まえ、精神障害者等を中心に今後の障害者雇用の方針を記載すること。

・提出者が特例子会社の場合は、親会社も含めた企業グループ全体の障害者雇用の方針についても触れること。

（３）精神障害者等雇用の課題

（２）に記載された精神障害者等雇用の方針に向けた課題を具体的に記載すること。

３　事業の概要
（１）事業の目的
２の精神障害者等雇用の現状と課題を踏まえ、本事業を実施する目的を記載すること。
（２）事業実施期間

　　　最大１年度間とすること。

（３）事業実施期間における精神障害者等の雇用予定

　　①　新規に雇用する予定の精神障害者の人数

１人以上とすること （ただし、平成26年度にモデル事業を受託している企業であって、新規雇用した精神障害者等を引き続き雇用している場合を除く）。

　　②　雇入れの時期

　　　　一定の定着期間を設定できるよう、８月以前が望ましいこと。

　　③　雇用形態

正社員、パート、嘱託等、予定される雇用形態を記載すること。ただし、1年以上の雇用が見込まれること。
　　④　就業場所
本社、支社、支店等問わないものとするが、就業可能と考えられる場所を記載すること。ただし、モデル事業に係る企画を応募したブロック内（○○、○○、○○）であること。
　　⑤　就業時間

　　　　予定される始業時間及び終業時間を記載すること。

　　⑥　職務内容

現時点で精神障害者等が従事する可能性のある職務内容を記載すること。

４　精神障害者等雇用・定着のための取組み
　　　３（３）で記載した精神障害者等の雇用・定着に向けた取組について、以下を参考に、それぞれ目的、実施時期、実施場所、規模、回数等を具体的に記載すること。
（１）精神障害者等の雇用に関する職場内の理解促進に資する事業
①　精神障害者等の雇用促進チームの設置（目的、構成、人数、開催回数、開催スケジュール等）

②　精神障害者等への理解促進を図るための社内広報
社員向けリーフレットの作成（内容、作成部数、配布対象等）
精神障害者等についての理解促進を図る社内講習会（内容、実施場所、実施回数、規模等）
（２）精神障害者等が働きやすい雇用管理制度の導入
①　導入に向けた取組（導入予定の制度概要、先進企業視察の回数、時期等）
（３）精神障害者等の障害特性に応じた職域の開拓
①　職域開拓のための取組（コンサルティングの実施、先進企業視察等）
（４）職場におけるサポート体制の整備
①　外部の精神科医の委嘱（委嘱の目的、精神科医の活用方法）
②　カウンセラーの委嘱（委嘱の目的、タイミング、回数等）
③　主治医による相談（相談の目的、タイミング、回数等）
④　障害者の職場適応を容易にするための本人に対する支援や事業所内の調整を行う職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成（対象者数、時期等）
⑤　精神障害者を支える社内サポーターの養成（対象者数、研修内容等）
（５）地域の保健・医療・福祉施設等との連携体制の構築
①　ケース会議の開催（連携機関、開催回数等）
（６）精神障害者等が働きやすい職場環境の整備
①　精神障害者等がグループ就労するための部署の整備（部署の整備概要等）
②　休憩室・カウンセリングルームの整備（整備概要等）
（７）新規雇用した精神障害者等に対する研修の実施
①　ソーシャルスキルトレーニング等職場適応のための訓練の実施（対象者、訓練方法、訓練内容等）

②　新規採用者全般に対して実施する研修での精神障害者等に対する特別の配慮の実施
５　事業実施スケジュール

２の精神障害者等雇用・定着のための取組みのスケジュールについて別紙を参考に作成すること。

　　別紙のとおり。

６　所要額

　　　　　　　　○○,○○○,○○○円
　　　詳細は別添の経費内訳書のとおり。

７　事業実施体制
· 本事業を実施するための組織体制を記載すること。また、その際の管理責任者及び担当者を明確にすること。
· 本事業を主として実施する事務所（所在地等）を記載すること。
· 再委託を行う場合には、再委託先の概要が分かる資料
（１）本事業を実施するための組織体制

事業受託法人内の体制は以下のとおりである。

· 事業受託責任者：株式会社○○　代表取締役　○○　○○

· 事業実施責任者：株式会社○○　○○部長　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○課長　○○　○○

　　　（実務担当）：株式会社○○　○○部　　○○　○○

　　　（経理事務担当）：株式会社○○　　　　○○　○○

（２）本事業を主として実施する事務所（所在地等）

· 団体名称：株式会社○○　○○本社
· 担当者名：株式会社○○　○○部　○○　○○

· 住所：〒
· 電話：

· ＦＡＸ：

· E-mail：
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